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１．２０１4年度事業活動方針

　
サプライチェーン情報基盤研究会（以下SIPSという）は、グローバルの視点からサプライチェーンにおける情報連携のプラットフォーム構築を目指して、国連CEFACT日本委員会の下に設置された研究会である。また、SIPSは国内におけるビジネスインフラ構築を進めてきた次世代EDI推進協議会の成果（業界横断EDI仕様V1.1）を継承し、グローバルな情報連携との相互運用性を保ちながら、その成果を金流・商流・物流の情報連携を含め、サプライチェーンに関る業務・業種に幅広く拡充してゆく役割も担っている。

　2014年度は、ロードマップ3年目のマイルストーンに当たり、主要事業の計画通りの完成とその普及促進を目指すとともに、新たにサプライチェーンにおける国際物流の課題と情報連携ニーズの検討を行った。

　また、2015年度以降のSIPSのあり方につき事業戦略を立案し、事業推進体制を固めた。
２．運営体制

　SIPSは国連CEFACT日本委員会の下に設置された作業グループの一つであり、かつSIPS会員の意向に従い自主的に運営される任意団体である。よって、SIPSの事業活動計画は、SIPS会員の合意に従い、国連CEFACT日本委員会の方針に沿って立案されるものである。

　SIPSの事業活動計画を立案し、その活動を支援し、また管理するために、SIPS総会の下に幹事会を置いた。

　幹事会は、SIPS事業の運営および事業の実施に必要な組織・予算等の事業企画を行い、総会の承認を得た上で、具体的に事業を推進するための課題について検討する次のタスクフォースを設置した。
· 国際連携タスクフォース

· 国際／業界横断EDIタスクフォース

· 金流商流情報連携タスクフォース

　

　SIPSの事務局は、総会で承認された計画に基づき幹事会およびタスクフォースの活動を支援した。事務局運営の一部は、株式会社カオスに委託した。

３． 幹事会
　2014年度においては、次の9名の会員および有識者により幹事会を構成し、2回の会議にて審議を行った。

＜2013年度幹事会委員＞


委員長

森田　勝弘
SIPS議長（内閣官房　CIO補佐官）


特別会員
山内　大二郎
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会


会員

兼子　邦彦
小島プレス工業株式会社


会員

河野　祐一
住友化学株式会社

会員

遠城　秀和
NTTデータシステム技術株式会社
会員（委任）
堀口　健男
日本情報通信株式会社

会員（委任）
山田　成之
株式会社八幡ねじ

会員

稲野　清治
株式会社グローバルワイズ

会員

藤野　裕司
株式会社データ・アプリケーション

＜審議事項＞

（1） 第1回幹事会

日時：2014年5月7日　14時～17時


場所：機械振興会館　6-63会議室

審議事項：


・2013年度SIPS事業報告案


・2013年度SIPS収支報告案


・2014年度SIPS役員案


・2014年度事業計画案


・2014年度収支計画案


・今後のSIPS事業戦略
（2） 第2回幹事会

日時：2014年11月14日　14時～17時


場所：機械振興会館　B3-7会議室

審議事項：


・2014年度SIPS事業進捗状況

・新SIPS設立提案と審議
４．国際連携タスクフォース活動
　国際連携タスクフォースは、国際取引および海外現地取引における安全で効率的な電子化を推進するため、企業のグローバルサプライチェーンIT基盤ニーズ、2014年度は特に国際物流に焦点をあてて調査した。また、関連タスクフォースと国連CEFACT日本委員会・標準促進委員会と協力して、国際連携調査研究活動を国連CEFACTおよびアジア地域において展開した。
　更に、2013年度までは独立して活動していた「メッセージング基盤タスクフォース」活動を、国際ネットワークに焦点をあて、国際連携タスクフォースのサブグループとして遂行した。
４．１　国際連携タスクフォース会議

国際連携タスクフォース会議は、河野祐一（住友化学株式会社）リーダーの下、会員委員17名、業界委員6名、およびオブザーバー7名の参加により、延べ4回のタスクフォース会議を通して次の調査研究を行った。
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第１回タスクフォース

　2014年7月29日

16

・2014年度活動計画とスケジュール

・国際物流ラウンドテーブル開催計画

・国際ネットワーク相互運用性テーマ

・第23回国連CEFACTフォーラム報告

・AFACT中間会議報告

・海外視察調査団計画

第2回タスクフォース

　2014年10月15日

15

・ラウンドテーブル報告と今後のフォロー

・国際ネットワーク相互運用性テーマ

・アジア太平洋貿易円滑化フォーラム報告

・海外視察調査団計画

第3回タスクフォース

　2014年12月19日

14

・国際SPを用いたSCMの見える化実証計画

・国際ネットワーク相互運用性テーマ

・第24回国連CEFACTフォーラム報告

・AFACT総会報告

・ベトナム進出日系企業訪問報告

第4回タスクフォース

　2015年2月18日

15

・国際ネットワーク相互運用性テーマ

・グローバルSCM見える化実証計画

・2014年度国際連携タスクフォース報告書構成

・2015年度国際連携タスクフォース事業計画案

・一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会について


４．2　国際物流ラウンドテーブル
「ユーザー企業の国際物流ニーズ」「ロジスティックス企業のグローバルIT戦略」「貿易手続IT連携プラットフォーム」などにつき、自由な意見交換を行うことを目的に「グローバルサプライチェーンのための国際物流IT戦略」ラウンドテーブルを開催した。
開催日時：2014年9月3日　10時～17時

場所：IBM箱崎ビル　7階　ボードルーム
　参加者：サプライチェーン情報基盤研究会会員の他、荷主、物流業、IT業界、およびNACCS
より、合計19名。
　審議事項：
1. 課題認識
2. ロジスティックスIT戦略の現状と将来像
3. 国際物流情報連携のIT基盤と活用
　まとめ：
（１）グローバル化推進においてはぶれない視点が必要である
　グローバルビジネス（GB）、グローバルサプライチェーン（GSCM）、グローバルロジスティックス（GL）の課題・要件は異なる。混同すると、取引先（サービス提供先）や社内部門間の調整に歪みを生じ、全体最適化が困難となる。
· GBの視点：現地ビジネスの立ち上げからGSCM、そしてそれを支える
GLやITまで含めた企業ガバナンスが必要である。
· GSCMの視点：グローバルベースの生産・在庫・販売を管理できる仕組　
みが必要である。
· GLの視点：発地から着地にいたるまでの物の流れとコスト管理、および
緊急物流等への対応が必要である。

（２）荷主の要求はグローバルサプライチェーンの可視化である
　荷主のGLへの要求はGSCMのための可視化である。そのためには、ロジスティックス企業やNACCSへの要求のみならず、GL情報をGSCMに活用する荷主自身の社内システムも重要である。
· ロジスティックス企業：発地から着地にいたるまでの貨物トラッキング
情報と物流コスト明細の提供。
· 荷主のシステム：ロジスティックス企業への情報提供要求仕様の明確化、
社内における物流情報の統合、社内GSCMシステムとの情報連携。
（３）貿易手続プラットフォームは関連企業の連携によって構築するものである
　貿易手続プラットフォームはNACCSだけが提供するものではなく、NACCS、ロジスティックス企業、ITベンダー、および荷主のシステムとの情報連携で形成される。
· NACCS：NACCSで得られた情報をサプライチェーンにおけるプレイヤー
と共有するとともに、他国のシングルウィンドウとの情報連携サービスを
行うのが望ましい。 法的規制に基づく部分はNACCSでしっかりと行っ
てもらい、ユーザーの民民業務要求を安易に組込み、システムの肥大化は
避けるべきである。
· ロジスティックス企業：荷主の要件に合わせて、物流と情報の流れを一
体化した仕組みを提供。
· ITベンダー：NACCSやロジスティックス企業が提供する情報連携ウィン
ドウを活用して、個々の荷主のシステムとの情報連携基盤を提供する。
　フォローアップ：
　　本ラウンドテーブルの課題・意見・提言を参考に、次年度に向けグローバルサプライチ　　　　　　　　　　ェーンの見える化をテーマとする実証計画に着手した。
４．３　グローバルネットワークの相互運用性検討
グローバル・メッセージング基盤構築時に必要とされる次の3要件について検討した。
· 国際メッセージングサービスの推奨パラメータ検討
SIPS通信プロトコルガイドライン（ドラフト版）を作成した。

· マッピングツール調査
マッピングツールの機能一覧を作成した。

· パブリッククラウドの相互運用性調査
ASP接続方式のアンケート調査は行ったが、クラウド上のサービスについての本格的調査は次年度に持ち越した。

４．４　国連CEFACTにおける標準化と日本／アジアへの普及
· 国連CEFACT日本委員会の下、国連CEFACTの手法技術PDA（企画開発分野）、サプライチェーンPDA、およびビューロプログラム支援に参加し、標準の策定・保守と普及に貢献するとともに、標準化の最新状況を会員に報告した。
· AFACTおよびAPTFFを通じて、アジア各国の国際・国内取引電子化状況と取組みを調査し、会員に報告した。
· 業界横断データ辞書／メッセージ辞書のアジア版を推進するため、AFACTにそのフレームワークを提案した。

· 参加した国際会議は次の通り。
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第23回国連CEFACTフォーラム 2014年4月7日～11日 ジュネーブ（スイス）

・技術分野でLibrary ReviewとConformanceの２つの新プ

ロジェクトが発足した。

・SCM分野でPO Financeプロジェクト発足。

・欧州各国で公共調達の電子化促進のためのEUディレ

クティブの実現事業が動き始めた。

AFACT中間会議 2014年5月29日～30日 チェンマイ（タイ）

・アジア地域へのCCL普及の目的で、SIPS業界横断EDI

仕様整備状況を紹介。

・韓国およびタイでは、メッセージのディレクトリ整備が進

んでいる。

・クラウドコンピューティングの実装にかかわる標準ガイド

策定プロジェクトが台湾から提案された。

APTFF会議 2014年9月24日～26日 バンコク（タイ）

・アジア40か国参加のアジア太平洋地域の貿易円滑化

推進会議。次のテーマでディスカッションが行われた。

①ロジスティックスを含めた農業関連の貿易円滑化

②サプライチェーンファイナンスを含めた中小企業のため

の貿易円滑化

③貿易円滑化地域協定合意推進のためのプロセス

第24回国連CEFACTフォーラム 2014年10月27日～31日 ニューデリー（インド）

・技術分野で、Conformanceプロジェクトに参加し、国連

CEFACT標準準拠の意味を明確化。

・SCMの金融グループに参加し、SIPSの進める拡張支払

通知プロジェクトを紹介。次年度に国連CEFACTプロジェク

トとして発足予定。

AFACT総会 2014年11月25日～28日 バンコク（タイ）

・タイにおけるインテリジェント・フォームによるTax Invoice

実証が紹介された。

・SIPSのメッセージ辞書レジストリの具体案を紹介。

・韓国より、ISO標準化プロジェクト（ロジスティックスのた

めの信頼性モバイル電子文書フレームワーク）が紹介さ

れた。


４．５　アジアにおけるグローバルサプライチェーン可能性調査
　アジア進出（今回はベトナムが対象）の日系現地法人を訪問し、現地および国際サプライ　　　　　　　　チェーンにおける取引文化の違いによる課題とITによる解決支援ニーズについて、現場の　　　
実態を知るべくヒアリングを行った。
　調査日程：2014年12月1日～12月5日
　調査場所：ベトナムのホーチミンおよびハノイの近郊工業団地
　調査団メンバー：

稲野　清治
グローバルワイズ株式会社
  
斉藤　良一
共通XML／EDI実用化推進協議会
佐々木　竜士
インテック・ベトナム（現地合流）

　
菅又　久直
サプライチェーン情報基盤研究会
　
土田　英紀　　　NTTベトナム株式会社
　
内藤　和弘　　　小島プレス工業株式会社

　
藤野　裕司　　　データ・アプリケーション株式会社
  
吉田　敦
株式会社インテック
　ヒアリング先企業：日本アジアビジネス協会、トランスコスモス・テクロロジックアート　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト、サッポロビール、フジクラ、イオンモール、バリバス、アーネス　　　　　　　　　　　　　　　　　　トヤング、NTTデ－タ、NTTベトナム、スタンレー電気、ベト・チュ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ュアン、住友商事、タンロン工業団地、ドラゴンロジスティックス、N　　　　　　　　　　　　　　　　　 　NTTコミュニケーション
　 ヒアリング結果は、「ベトナムの国情」「インフラ整備状況」「ビジネス環境」「EDI事情」
等の視点から取りまとめた。
４．6　国際連携タスクフォースレポート
　2014年度の国際連携タスクフォースにて実施した活動結果を、次の項目につきレポートを編集した。
（1） ラウンドテーブル報告
（2） 国連CEFACTの動向
（3） AFACTにおける活動
（4） 国連ESCAPにおける貿易円滑化動向
（5） アジア進出日系企業のIT/EDI事情

５．国際／業界横断EDIタスクフォースの活動
国際／業界横断EDIタスクフォースは、業界横断EDI仕様の拡充を図るとともに、国内における展開および海外現地取引への適用を推進することをテーマに活動を行い、ビジネスインフラガイドブック第3版を策定した。
5．１　国際／業界横断EDIタスクフォース会議
国際／業界横断EDIタスクフォースは、兼子邦彦（ITコーディネータ：小島プレス工業株式会社）リーダーの下、会員委員9名、業界委員9名、およびオブザーバー5名の参加により、延べ4回のタスクフォース会議の審議を通して次の調査研究を行った。
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第１回タスクフォース

　2014年7月23日

16

・2014年度活動計画とスケジュール

・領域メッセージへの拡張（現品票方式JIT）

・領域メッセージ登録手続き

・海外実証実験計画

・支払通知プロセスとメッセージ

・XMLデータを埋め込んで表示する方法

第2回タスクフォース

　2014年9月18日

15

・ラウンドテーブル報告

・海外実証実験報告

・支払通知プロセスとメッセージ

・海外視察調査団計画

第3回タスクフォース

　2014年12月17日

16

・領域メッセージ開発状況

　　　トヨタWG

   　航空機業界

　　　水業界

　　　金流商流

・実証報告

・アジア地域におけるCCLプロモーション

・インテリジェント・フォームについて

第4回タスクフォース

　2015年2月24日

18

・国連CEFACT動向（総会報告）

・ビジネスインフラガイドブック第3版

　　　ガイドブックの構成

　　　業界横断EDI基本仕様

　　　中小企業共通EDI仕様

　　　自治体消耗品購買仕様

・技術情報

　　　インテリジェント・フォーム

　　　日本における共通語彙基盤

・2014年度SIPS活動総括

・2015年度事業テーマ

・一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会について


５．２　業界横断EDI仕様の領域メッセージへの展開
　2014年度は、業務領域ごとに次の業界横断EDIの拡充を行った。
（１）業界横断EDI基本仕様
金融業界の国際標準ISO20022（支払指図、入金通知）と合体を意図した支払通知メッセージを追加し、業界横断EDI仕様V2.2とした。
（２）中小企業共通EDI仕様
・取引プロセス仕様に見積プロセスと検収プロセスを追加。
・これまでの中小企業基本仕様、中小製造業仕様に加えて、次の拡張版メッセージ定義を追加。
中小商社購買仕様メッセージ定義
プロジェクト取引仕様メッセージ定義
（３）自治体消耗品購買EDI仕様
　　　2012年度の実証実験で試作された納入・請求メッセージに加え、注文／注文回答／出荷案内／検収の各メッセージ定義を追加した。
　以上の結果、2015年3月時点における、SIPSへの登録ドメインは次の通りとなっている。
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JPSBASE 業界横断EDI基本 サプライチェーン情報基盤研究会

JPSSMED-00 中小企業共通EDI基本 ITコーディネータ協会

JPSSMED-01 中小企業共通EDI中小製造業 ITコーディネータ協会

JPSSMED-02 中小企業共通EDI中小商社購買 ITコーディネータ協会

JPSSMED-03 中小企業共通EDIプロジェクト取引購買 ITコーディネータ協会

JPSLGPC 自治体消耗品購買 小島プレス工業株式会社


５．３　海外進出企業の現地取引への適用
SIPSの業界横断EDI仕様による、タイ進出日系企業間の実証実験を行った（2014年9月）。実証結果より導入効果が確認され、2015年秋までには本番環境に移行することとなった。
実証実験の内、現品票使用プロセスのフレームは次の通り。
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５．４　業界横断EDI仕様の国際標準整合化
　業界横断EDI仕様への展開において、日本固有の業務ニーズから、国連CEFACT共通辞書から逸脱する情報項目を定義することとなった。
　SIPSメッセージ定義で追加したビジネス情報項目（合計73件）は次の通りである。
[image: image6.emf]SIPS ID (BIE) BIE Type BIE Dictionary Entry Name 要求元

JPS1400001 ASBIE CIOH_ Supply Chain_ Trade Agreement. Relevant. CI_ Trade_ Party 中小企業共通EDI

JPS1400002 ASBIE CIOH_ Supply Chain_ Trade Agreement. Specified. Procuring_ Project 中小企業共通EDI

JPS1400003 ASBIE CIOL_ Supply Chain_ Trade Agreement. Applicable. CI_ Trade_ Delivery Terms 中小企業共通EDI

JPS1400004 BBIE CIOL_ Supply Chain_ Trade Delivery. Per Package_ Unit. Quantity 中小企業共通EDI

JPS1400005 ASBIE CIOL_ Supply Chain_ Trade Line Item. Physical. Referenced_ Logistics_ Package 中小企業共通EDI

JPS1400006 BBIE CIOL_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Grand Total. Amount 中小企業共通EDI

JPS1400007 ASBIE CIOL_ Document Line_ Document. Reference. Acknowledgement_ Document 中小企業共通EDI

JPS1400008 ASBIE CIIH_ Supply Chain_ Trade Agreement. Specified. Procuring_ Project 中小企業共通EDI

JPS1400009 ASBIE CIQH_ Supply Chain_ Trade Agreement. Relevant. CI_ Trade_ Party 中小企業共通EDI

JPS1400010 ASBIE CIQH_ Supply Chain_ Trade Agreement. Specified. Procuring_ Project 中小企業共通EDI

JPS1400011 BBIE CIQL_ Supply Chain_ Trade Delivery. Per Package_ Unit. Quantity 中小企業共通EDI

JPS1400012 ASBIE CIQL_ Supply Chain_ Trade Line Item. Physical. Referenced_ Logistics_ Package 中小企業共通EDI

JPS1400013 BBIE CIRH_ Trade Settlement_ Payment. Closing Book_ Due. Date Time 拡張支払通知

JPS1400014 ASBIE CIRH_ Supply Chain_ Trade Settlement. Applicable. CI_ Trade_ Tax 拡張支払通知

JPS1400015 ASBIE CIRT_ Supply Chain_ Trade Settlement. Applicable. CI_ Trade_ Tax 拡張支払通知

JPS1400016 BBIE CIOL_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Tax Basis Total. Amount 自治体購買EDI

JPS1400017 BBIE CIOL_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Tax Total. Amount 自治体購買EDI

JPS1400018 ASBIE Procuring_ Project. Plan. Project_ Period 中小企業共通EDI

JPS1400019 ASBIE CIRL_ Supply Chain_ Trade Transaction. Specified. CIOL_ Supply Chain_ Trade Agreement 拡張支払通知

JPS1400020 ASBIE CIRL_ Supply Chain_ Trade Transaction. Specified. CIOL_ Supply Chain_ Trade Delivery 拡張支払通知

JPS1400021 ASBIE CIRL_ Supply Chain_ Trade Transaction. Specified. CIDDL_ Supply Chain_ Trade Delivery 拡張支払通知

JPS1400022 ASBIE CIRL_ Supply Chain_ Trade Transaction. Specified. CI_ Trade_ Product 拡張支払通知

JPS1400023 ASBIE CIRL_ Supply Chain_ Trade Line Item. Referenced. CI_ Referenced. Document 拡張支払通知

JPS1400024 ASBIE CIRL_ Supply Chain_ Trade Settlement. Referenced. CIRL_ Supply Chain_ Trade Transaction 拡張支払通知

JPS1400025 BBIE CIRH_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Blance Out. Amount 拡張支払通知

JPS1400026 BBIE CIRH_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Blance Out. Adjusted_ Amount 拡張支払通知

JPS1400027 ASBIE CIRH_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Applicable. CIRH_ Balance Out 拡張支払通知

JPS1400028 ABIE CIRH_ Balance Out. Details 拡張支払通知

JPS1400029 BBIE CIRH_ Balance Out. Identification. Identifier 拡張支払通知

JPS1400030 BBIE CIRH_ Balance Out. Description. Text 拡張支払通知

JPS1400031 BBIE CIRH_ Balance Out. Reason. Code 拡張支払通知

JPS1400032 BBIE CIRH_ Balance Out. Reason Description. Text 拡張支払通知

JPS1400033 BBIE CIRH_ Balance Out. Occurrence. Date Time 拡張支払通知

JPS1400034 BBIE CIRH_ Balance Out. Calculated. Amount 拡張支払通知

JPS1400035 BBIE CIRT_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Blance Out. Amount 拡張支払通知

JPS1400036 BBIE CIRT_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Blance Out. Adjusted_ Amount 拡張支払通知

JPS1400037 ASBIE CIRT_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Applicable. CIRH_ Balance Out 拡張支払通知

JPS1400038 ABIE CIRT_ Balance Out. Details 拡張支払通知

JPS1400039 BBIE CIRT_ Balance Out. Identification. Identifier 拡張支払通知

JPS1400040 BBIE CIRT_ Balance Out. Description. Text 拡張支払通知

JPS1400041 BBIE CIRT_ Balance Out. Reason. Code 拡張支払通知

JPS1400042 BBIE CIRT_ Balance Out. Reason Description. Text 拡張支払通知

JPS1400043 BBIE CIRT_ Balance Out. Occurrence. Date Time 拡張支払通知

JPS1400044 BBIE CIRT_ Balance Out. Calculated. Amount 拡張支払通知

JPS1400045 ASBIE CIRT_ Balance Out. Breakdown. CIRH_ Balance Out 拡張支払通知

JPS1400046 BBIE CIOL_ Document Line_ Document. Identification. Identifier 中小企業共通EDI

JPS1400047 ASBIE CIRT_ Supply Chain_ Trade Transaction. Referenced. CI_ Referenced_ Document 拡張支払通知

JPS1400048 ABIE CIRL_ Supply Chain_ Trade Transaction. Details 拡張支払通知

JPS1400049 ASBIE CIRL_ Supply Chain_ Trade Settlement. Associated. CIR_ Document Line_ Document 拡張支払通知

JPS1500012 BBIE CIDDH_ Exchanged_ Document. Version. Identifier 自治体購買EDI

JPS1500013 BBIE CIDDH_ Supply Chain_ Trade Settlement. Price_ Currency. Code 自治体購買EDI

JPS1500014 BBIE CIDDL_ Supply Chain_ Trade Delivery. Despatched. Quantity 自治体購買EDI

JPS1500015 BBIE CI_ Supply Chain_ Event. Occurrence. Time 中小企業共通EDI

JPS1500016 BBIE Procuring_ Project. Inspection_ Type.code 中小企業共通EDI

JPS1500017 BBIE Procuring_ Project. Inspection_ Description. Text 中小企業共通EDI

JPS1500018 BBIE CIIL_ Supply Chain_ Trade Delivery. Requested. Quantity 自治体購買EDI

JPS1500019 BBIE CI_ Referenced_ Document. Category. Code 中小企業共通EDI

JPS1500020 ASBIE CIDDH_ Supply Chain_ Trade Settlement. Applicable. CI_ Trade_ Tax 自治体購買EDI

JPS1500021 ASBIE CIDDH_ Supply Chain_ Trade Settlement. Specified. CI_ Trade_ Payment Terms 自治体購買EDI

JPS1500022 ASBIE CIDDH_ Supply Chain_ Trade Settlement. Specified. CIDDH_ Trade Settlement_ Monetary Summation自治体購買EDI

JPS1500023 ABIE CIDDH_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Details 自治体購買EDI

JPS1500024 BBIE CIDDH_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Line Total. Amount 自治体購買EDI

JPS1500025 BBIE CIDDH_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Tax Total. Amount 自治体購買EDI

JPS1500026 BBIE CIDDH_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Grand Total. Amount 自治体購買EDI

JPS1500027 BBIE CIIL_ Supply Chain_ Trade Delivery. Received. Quantity 自治体購買EDI

JPS1500028 BBIE CIDDL_ Supply Chain_ Trade Delivery. Requested. Quantity 自治体購買EDI

JPS1500030 ASBIE CIDDL_ Supply Chain_ Trade Settlement. Applicable. CI_ Trade_ Tax 自治体購買EDI

JPS1500031 ASBIE CIDDL_ Supply Chain_ Trade Settlement. Specified. CIDDL_ Trade Settlement_ Monetary Summation 自治体購買EDI

JPS1500032 ABIE CIDDL_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Details 自治体購買EDI

JPS1500033 BBIE CIDDL_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Line Total. Amount 自治体購買EDI

JPS1500034 BBIE CIDDL_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Grand Total. Amount 自治体購買EDI

JPS1500035 BBIE CIIL_ Trade Settlement_ Monetary Summation. Grand Total. Amount 自治体購買EDI


　これらの追加情報項目の内、拡張支払通知関連については、既に国連CEFACTの新規プロジェクト（拡張支払通知プロジェクト）提案に含めており、プロジェクト推進の中で審議される。また、その他の情報項目については、国連CEFACTのサプライチェーン・ドメインに通知したうえで追加申請を行う予定である。
５．５　ビジネスインフラガイドブック第3版の策定
　2012年度版（業界横断EDI仕様V2.0 ビジネスインフラガイドブック）に、2013年度と2014年度の拡張を含めた、ビジネスインフラガイドブック第3版を策定した。
　ビジネスインフラガイドブック第3版の構成は次の通り
第１編　解説
１．ビジネスインフラガイドブック第３版の構成
２．業界横断EDI仕様V2.2の目的と範囲

 ３．ビジネスインフラガイドブック第３版の適用の仕方

 ４．国連CEFACT CCLの保守管理
第２編　業界横断EDI仕様V2.2
１．業界横断EDI仕様策定の考え方
２．業界横断EDI仕様V2.2業務連携定義

 ３．メッセージ構成データモデル
４．業界横断EDI仕様V2.2利用ガイドライン
第３編　中小企業共通EDI仕様V2.0
１．中小企業共通EDI仕様V2.0策定の考え方
２．中小企業共通EDI仕様V2.0業務連携定義
３．中小企業共通EDI基本仕様メッセージ定義V2.0
３．１　目的と範囲
３．２　メッセージ構成データモデル
４．中小企業共通EDI中小製造業仕様メッセージ定義V2.0
４．１　目的と範囲
４．２　メッセージ構成データモデル
５．中小企業共通EDI中小商社購買仕様メッセージ定義V2.0
５．１　目的と範囲
５．２　メッセージ構成データモデル
６．中小企業共通EDIプロジェクト取引購買仕様メッセージ定義V3.0
６．１　目的と範囲
６．２　メッセージ構成データモデル
７．中小企業共通EDI仕様V2.0利用ガイドライン
８．中小企業共通EDI仕様の導入のメリット

第４編　自治体消耗品購買EDI仕様V2.0

 １．自治体消耗品購買EDI仕様策定の考え方
２．自治体消耗品購買EDI仕様V2.0業務連携定義
３．メッセージ構成データモデル
第５編　メッセージ辞書

１．業界横断EDI基本メッセージV2.2

２．中小企業共通EDIメッセージV2.0

３．自治体消耗品購買メッセージV2.0
付属
SIPS付番情報項目（国連CEFACT提案中）
６．金流商流情報連携タスクフォースの活動

金流商流情報連携タスクフォースは、金融界と産業界が協力し、入出金や決済などの金流情報と受発注や商取引などの商流情報を連携させることで、新しいサービスの開発や業務の効率化を図ることを目的として活動した。 具体的には、融資関連、決済関連、ネットワーク基盤関連の課題を抽出し、解決策を検討した。 
2014年度は、主に国内を対象とし、国際標準に準拠した解決とすることで、貿易、国際金融も対象とした海外への容易な展開を図ることについても考慮した。グローバルサプライチェーンファイナンスの検討はグローバルの視点から国際連携タスクフォース、国際／業界横断EDIタスクフォースの活動との関連が高く、連携を図り検討を進めた。
６．１　金流商流情報連携タスクフォース会議
金流商流情報連携タスクフォースは、遠城秀和（NTTデータシステム技術株式会社）リーダーの下、会員委員12名、業界委員3名、および金融業界等（日本銀行金融研究所、全国銀行協会、その他企業）からのオブザーバー11名の参加により、延べ4回のタスクフォース会議および分科会の審議を通して次の調査研究を行った。
[image: image7.emf]TF会議 参加人数 審議事項

第１回タスクフォース

　2014年7月18日

18

・2014年度活動計画とスケジュール

・ファイナンスサービスの検証

　　　自動車部品業界における実証計画

　　　流通業界における実証計画

・グローバルサプライチェーンファイナンスのニーズ調査

・支払通知メッセージ開発状況

第2回タスクフォース

　2014年10月2日

19

・ファイナンスサービスの検証

　　　自動車部品業界における実証計画

　　　流通業界における実証計画

　　　 トランザクション分析の方法

・グローバルサプライチェーンファイナンスのモデル案

・支払通知メッセージ案

第3回タスクフォース

　2015年1月8日

22

・ファイナンスサービスの検証

　　　自動車部品業界における実証報告

　　　流通業界における実証報告

　　　 全銀協アンケート結果

・グローバルサプライチェーンファイナンスのモデル案

・支払通知メッセージ国連CEFACT提案について

第4回タスクフォース

　2015年3月25日

14

・2014年度金流商流情報連携TFレポート

　　　実証実験報告

　　　商流情報分析ヒアリング

・グローバルサプライチェーンファイナンス実証計画案

・2015年度活動計画案


６．２ ファイナンスサービスの検証
　2013年度までに検討を重ねてきた、消込の高度化と融資への活用を目指した拡張金融EDIモデルに基づき、流通業界と自動車部品業界において実証実験を行い、入金消込作業省力化の有効性を確認するとともに、使われた取引データの融資への活用可能性につき分析を行った。
　検証に使った拡張金融EDIモデルは、以下の通り。
[image: image8.emf]金融

EDI

連携実証スキーム

金流

プラットフォーム

DB

変換

変換

商流

支払関連

データ

固定長

20桁

支払関連

データ

固定長

20桁

入金通知

データ

入金通知

データ

発注企業

（Buyer）

受注企業

（Supplier）

VAN

XML（可変長） XML（可変長）

被仕向銀行

（受注企業の銀行）

仕向銀行

（発注企業の銀行）

全銀ｼｽﾃﾑ

固定長 20桁

固定長 20桁

XML（可変長） XML（可変長）

融資等

支払い+

EDI

支払い+

EDI

融資等

XML（可変長） XML（可変長）


（１）入金消込の効率化
　　　実証実験を通じて得られた評価および課題は次の通りである。
· 受注側企業、特に中小企業にとって省力化は顕著である。
· 大企業においては、バーチャル口座や売掛時までの事前対応策が行われている企業もあるが、入金時の自動消込で更なる効率化が見込める。
· 中小企業では入金消込以前に、上流（受発注、出荷納品、請求）のEDIの普及が必要である。


· 一部では経理部門で喫緊の課題と認識していない企業もあり、ホワイトカラーの生産性向上について啓発する必要がある。
（２）金融セクターと商流情報の共有
実証実験を通じて得られた評価および課題は次の通りである。
· 企業活動をリアルに見ることが可能。
· 銀行の融資情報として活用可能か否か分析中。
· 企業が情報開示に応じるインセンティブの検討が必要。
　
６．３ グローバルサプライチェーンファイナンスの可能性調査
　2014年度は、企業へのヒアリングによる輸出入時のファイナンスにつきニーズ調査を行った。また、NACCSにある税関インボイス、通関許可情報を金融機関から荷主への融資判断に活用できないかの検討を行った。
６．４ 金流商流情報連携タスクフォースレポート
　2014年度のファイナンスサービスの検証およびグローバルサプライチェーンのニーズ調査につき、次の内容を含む報告書を作成した。
（1） ファイナンスサービスの検証
・取組の背景と目的
・活動計画と実績
・共同実証の内容（流通業界）
・共同実証の内容（自動車部品業界）
・ファイナンスサービスに関するヒアリング結果
・支払通知メッセージの実装内容
・今後の標準化に向けた活動予定

（2） グローバルサプライチェーンのニーズ調査
・取組の背景と目的
・活動計画と実績
・サービスモデル仮説（通関実績の融資審査への活用）
・輸出入企業向けヒアリングの結果
・資金ニーズとサービスモデル仮説の対応

・融資に活用できる通関システム情報項目
７．研究会の法人化
　サプライチェーン情報基盤研究会の活動成果がビジネスインフラガイドブックとして公表され、幾多の実証実験の成果が広く認知されるようになった今、より責任を明確にした事業体にすべく、研究会を法人化することとした。
７．１　一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会発起人会
　以下の経緯により、一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会を設立した。
· 2014年11月14日：サプライチェーン情報基盤研究会第2回幹事会にて、一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会の設立を決議。
· 2014年11月20日：森田勝弘、堀内一、菅又久直の3名を設立時社員として、定款を策定し、公証役場にて認証を受けた。
· 2014年12月16日：設立時理事8名（森田勝弘、堀内一、菅又久直、兼子邦彦、河野祐一、遠城秀和、稲野清治、藤野弘司）と設立時監事1名（山内大二郎）を選任および決定した。また設立時代表理事に森田勝弘を選定し、その就任は承諾された。
· 2014年12月18日：東京法務局にて一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会は登記された。
７．２　新法人会員募集
　一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会設立を受け、2015年1月より新会員の募集を開始した。2015年3月31日までに入会申し込みのあった企業・組織は以下の通り。
＜特別会員＞（1団体、3名）
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
森田勝弘（研究会発起人：内閣官房　CIO補佐官）
堀内　一（研究会発起人：UMLモデリング推進協議会）
菅又久直（研究会発起人：ビジネスインフラ研究所）
＜幹事会員＞（6社）
小島プレス工業株式会社
住友化学株式会社
株式会社グローバルワイズ
株式会社データ・アプリケーション
ITホールディングス株式会社
株式会社NTTデータ（4月入会）

＜正会員＞（15社）
キヤノンソフトウェア株式会社
パティオシステムズ株式会社
デジタルトランスコミュニケーションズ株式会社
株式会社テクノロジックアート
有限会社スクラッチソフト
株式会社ワイ・ディ・シー
株式会社プラネット
株式会社コープトレード・ジャパン
株式会社神田運送店
株式会社オージス総研
小泉産業株式会社
イオンアイビス株式会社
三菱商事株式会社　
小林製薬株式会社
株式会社富士通システムズ・イースト（4月入会）
＜賛助会員＞（8団体）
特定非営利活動法人 ITコーディネータ協会
石油化学工業協会（CEDI）
一般社団法人日本物流団体連合会
NPO法人観光情報流通機構
一般財団法人流通システム開発センター
全日本電設資材卸業協同組合連合会
一般財団法人建設業振興基金
一般社団法人全国銀行協会
８．収支報告
８．１　貸借対照表
[image: image9.emf]分 類 ｺｰﾄﾞ 勘 定 科 目 前月繰越 借方 貸方 当月残高

資産の部

流動資産 111現 金 0 0 0 0

121三菱東京UFJ銀行 946,091 7,500,688 7,776,474 670,305

137未 収 入 金 0 7,500,000 7,500,000 0

142立 替 金 0 0 0 0

144仮 払 消 費 税 0 0 0 0

流動資産合計

946,091 15,000,688 15,276,474 670,305

固定資産 211器 具 備 品 0 0 0 0

固定資産合計

0 0 0 0

資 産 合 計

946,091 15,000,688 15,276,474 670,305

****

負債・財産の部

流動負債 411未 払 金 226,510 2,782,535 2,556,025 0

419預 り 金 16,778 76,381 69,283 9,680

431預 り 消 費 税 0 0 0 0

流動負債合計

243,288 2,858,916 2,625,308 9,680

固定負債 441預 り 保 険 金 0 0 0 0

固定負債合計

0 0 0 0

負 債 合 計

243,288 2,858,916 2,625,308 9,680

正味財産 511正 味 財 産 0 0 0 0

535繰 越 財 産 702,803 0 0 702,803

991当 期 収 益 0 7,542,866 7,500,688 -42,178

正味財産合計

702,803 7,542,866 7,500,688 660,625

負債及び正味財産合計

946,091 10,401,782 10,125,996 670,305

試算表 ： 貸借対照表　　　平成 26年 4月　～　平成 27年 3月迄


８．２　収支計算書
[image: image10.emf]分 類 ｺｰﾄﾞ 勘 定 科 目 前月累計 借方 貸方 当月累計

収入の部 811会 費 収 入 0 7,500,000 7,500,000

812寄 付 金 0 0 0

813雑 収 入 0 688 688

収 入 の 部 計

0 7,500,688 7,500,688

支出の部 721人 件 費 2,362,500 0 2,362,500

722交 通 費 510,314 0 510,314

723委 託 費 2,559,750 0 2,559,750

724法 定 福 利 費 7,640 0 7,640

725租 税 公 課 67,800 0 67,800

726印 刷 費 21,600 0 21,600

727通 信 費 16,744 0 16,744

728消 耗 品 費 61,978 0 61,978

729銀 行 手 数 料 57,732 0 57,732

730事 務 費 756 0 756

5,666,814 0 5,666,814

741

会 場 費

440,372 0 440,372

742委 員 謝 金 30,000 0 30,000

743委 員 旅 費 0 0 0

744会 議 費 97,200 0 97,200

745会 議 資 料 費 117,092 0 117,092

684,664 0 684,664

751普 及 会 議 費 0 0 0

752講 師 料 0 0 0

753普 及 印 刷 費 259,350 0 259,350

754原 稿 料 0 0 0

755資 料 購 入 費 3,996 0 3,996

756普 及 委 託 費 0 0 0

757国 内 旅 費 220,824 0 220,824

484,170 0 484,170

761海 外 旅 費 633,778 0 633,778

762翻 訳 費 0 0 0

763調 査 費 73,440 0 73,440

707,218 0 707,218

支 出 の 部 計

7,542,866 0 7,542,866

991当 期 収 益 7,500,688 7,542,866 -42,178

試算表 ： 収支計算書　　　平成 26年 4月　～　平成 27年 3月迄

事 務 局 経 費

委 員 会 経 費

普 及 啓 発 経 費

調 査 研 究 費


８．３　予実対比
[image: image11.emf]単位：K\

科　　目 予算 実績 予算ー実績 適　　用

１）収入の部

　　　　　１．会費収入 8,500 7,500 1,000会員9社（15口）

　　　　　２．寄付金 0 0 0

　　　　　３．雑収入 1 1 0銀行預金利息

　　当期収入合計 8,501 7,501 1,000

　　前年繰り越し 703 703 0

２）支出の部

　　　　　１．事務局経費 5,525 5,667 -142

　　　　　２．委員会経費 1,155 685 470

TF回数（15回=>12回）

会場費削減

　　　　　３．普及啓発経費 1,230 484 746

セミナ中止

ガイドブック印刷中止

　　　　　４．調査研究費 983 707 276翻訳中止

　　当期支出合計 8,893 7,543 1,350

　　当期収支差額 311 -42 353

　　次期繰り越し 311 661 -350

2014年度　予算実績対比表


８．４　残余金の扱い
　任意団体サプライチェーン情報基盤研究会の残余金は、一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会に寄付する。
　残余金予定額：

2014年度繰越金


\660,625


税理士委託料

  

 - \97,790

振込手数料（税理士）

    
    - \540

源泉所得税預り金支払（税理士）  
 - \10,210

WEBバンキング料金
　

  - \1,728

利息




　　+ \64

振込手数料（残余金寄付）

    - \864

---------------------------------------------------------------------------


差引残余金予定額

 \549,557
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